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為替
株価

79.9円

8664.7円

大胆な
金融政策

機動的な
財政政策

民間投資を
喚起する
成長戦略

→ 100.16円

15,165.92円→

（2012.11.14） （2013.11.15）

① 地域の活性化

② イノベーションの創出

③ 国際展開

成長戦略としてのＩＣＴ

日本再生のための「三本の矢」
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「地域の活性化なくして日本経済の再生なし」

「成長戦略の鍵を握るのがＩＣＴ」

「日本を立て直し、世界に貢献」

75%上昇
【世界一の上昇率】

（※ＮＹダウ平均株価の上昇率は24％）



● 情報資本はGDPのプラス成長に一貫して貢献。

※九州⼤学 篠﨑教授、神奈川⼤学 飯塚准教授ほかの研究成果より

※ＩＣＴ資本特有の効果として、投資した企業だけでなく、他企業の生産性や
収益力も上昇する「ネットワーク効果」があることから、このような差が生じる
と考えられる。

● ICT投資のみが増加する場合と一般投資のみが増加する
場合の2015年の乗数効果を比較した場合、約2倍の差。

ICT投資の乗数効果（ICT投資とその他一般投資の比較）GDP成長率の寄与度分解

経済成長の鍵を握るＩＣＴ 2
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ＩＣＴ投資

※ 注：GDP成長率＝ｆ（労働，資本，技術進歩（TFP（全要素生産性）））
↓ ↓

時間と質 ICTと一般



エネルギー、食料等の資源問題、医療・健康、防災など、

地球的課題の解決が急務に

エネルギー需要

倍1.8
食料需要

倍1.7
温室効果ガス

倍1.5
水需要

倍1.6

世界経済規模 倍４
世界人口70億人 億人90 都市に住む人口50％ %70

（1.3倍）

（出典 ： 国連、ＦＡＯ、ＯＥＣＤ、ＰＷＣ、ＩＭＦ）

直面する地球的課題 （現在 ⇒ 2050年） 3



取り組むべき課題

３．外交・安全保障

２．経済成長

・経済規模の拡大・雇用の創出
（ICTは国内最大の産業分野）

・復興加速

１．復興と防災

・地球規模の課題（資源、食糧

問題等）への取組強化

・サイバーセキュリティ対策

・戦略的な国際標準の獲得

・イノベーションの実現

・世界へ向けた情報発信力の
強化（クール・ジャパン戦略）

・国土強靭化
（災害に強い街づくり、
スマートシティの実現等）

社会的課題
の解決

新産業の創出
製造業の復活

新しいモノや
サービスの実現

日本経済の成長と
国際社会への貢献

ICTで実現

日本経済の成長と
国際社会への貢献

ICTで実現

・新しい「モノづくり」につながる
「コト」づくりの推進

少子高齢化・
過疎化・防災・
資源確保等

３つの重要戦略

①資源問題の解決（海底資源確保等）
（鉱物・石油資源、水、食糧、エネルギー問題
等への対処）

②災害に強い情報通信インフラの強靱化
（Ｇ空間情報の活用等による防災・減災対策）

③ＩＣＴを活用した街づくり
（東北メディカルメガバンク計画）

④超高齢社会への対応

①イノベーションの促進
（iPS細胞など再生医療への貢献）

②ＩＣＴ国際標準の獲得

①放送コンテンツの海外展開

②放送サービスの高度化
（４Ｋ・８Ｋ、スマートテレビ等）

③ＩＣＴを活用した「コト」づくり
（高付加価値のサービス産業育成）

④サイバーセキュリティの強化

１．くらしを変える

３．世界に貢献する

２．新しいモノをつくる

国際経済への進出
貿易・投資への刺激

国策プロジェクトの実施

ＩＣＴによる日本成長戦略

総務省（関係省庁と連携）

ＩＣＴ成長戦略会議

Ｇ空間×ＩＣＴ推進会議
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Ｉ
Ｃ
Ｔ
共
通
基
盤

Ｉ
Ｃ
Ｔ
共
通
基
盤

安心・安全を守る情報セキュリティの強化

Ｇ空間情報の活用などオープンデータの推進

重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

新たな付加価値産業の創出

ひずみセンサー

データ
活用
データ
活用

放送・
コンテンツ

放送・
コンテンツ

農業農業 防災防災
医療・介護

・健康
医療・介護

・健康
資源資源

付加価値創出
プロジェクトの推進

４Ｋ・８Ｋ、ｽﾏｰﾄﾃﾚ
ﾋﾞの普及、放送ｺﾝ
ﾃﾝﾂの海外展開

バリューチェーンの
構築による高付加
価値化の実現

ｾﾝｻｰ等を活用した
社会ｲﾝﾌﾗの効率的
な維持管理の実現

医療情報連携基盤
の全国展開、「ｽﾏｰﾄ
ﾌﾟﾗﾁﾅ産業」の創出

衛星通信を活用
した「海のブロード
バンド」の実現

社会的課題の解決

世界最高レベルのＩＣＴインフラの構築

イノベーションを創出する研究開発の推進

地域
活性化
地域

活性化

「ICTｽﾏｰﾄﾀｳﾝ」
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの全国
展開・加速化

ＩＣＴ成長戦略 －全体像－ 5

◆ 各省事業、自治体、民間等の連携 ◆ 国策化による特定地域への集中投資 ◆ 一体となった規制・制度改革

成功モデルの提示と実証



GLONASS Galileo準天頂衛星 GPS

信頼性・安定性ある衛星測位基盤

IT農林⽔産業

資源探査 地震・津波

海上保安

リアルタイム
位置・時刻情報
(X,Y,Z,T)

1. ⼈・モノ・コトの今を、リアルタイム
に全て把握

2. 全体を俯瞰して最適化
3. 個々へのきめ細かなサービス
4. 世界展開を先導

Ｇ空間×ICT

電⼦政府
電⼦⾃治体物流管理

地域産業振興

医療・介護

⾒守り

中国

気候変動
⾵⽔害

IT建設・インフラ管理
ITS/交通安全

ビッグデータ解析基盤

モバイルICT

地震・津波対応

オープンオーシャン

（地理空間情報）
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日本方式採用

1カ国
1.2億人

地デジ日本方式の国際展開

2006

ボツワナ

日本

ペルー

コスタリカ

チリ

ブラジル
エクアドル

ベネズエラ

アルゼンチン

ボリビア

パラグアイ

ウルグアイ

グアテマラ

ホンジュラス

フィリピン

モルディブ
（国営放送のみ）

日本方式採用

16カ国
6.1億人

2013
教育×ＩＣＴ ⇒ 遠隔教育

交通×ＩＣＴ ⇒ ＩＴＳ

農業×ＩＣＴ ⇒ トレーサビリティ

Ｇ空間×ＩＣＴ⇒  防災ＩＣＴシステム

労働×ＩＣＴ ⇒ テレワーク

教育×ＩＣＴ ⇒ 遠隔教育

交通×ＩＣＴ ⇒ ＩＴＳ

農業×ＩＣＴ ⇒ トレーサビリティ

Ｇ空間×ＩＣＴ⇒  防災ＩＣＴシステム

労働×ＩＣＴ ⇒ テレワーク

＜社会的課題の解決×ＩＣＴ＞

ＩＣＴ分野全体への拡大

地デジで培った
協力関係を拡大

2013年11月現在

日本方式（ISDB‐T）採用国 16カ国（日本含む）

地デジを核としてＩＣＴ分野全体へ 7



最近のトップセールス 8

フィリピン

ボツワナ

ラオス

ブラジル

ミャンマー ベトナム

スリランカ

モルディブ

・ＩＣＴインフラ、防災ＩＣＴ、郵便システム
： 協力に関する実務的協議の場の

設置について合意
（H25. 5.20-23 東京： 通信・情報技術大臣）

・ 郵便システム ： 実務的協議の加速
について合意

（H25. 9.12 東京：通信・情報技術大臣）

・地デジ日本方式 ： 導入大筋合意
（防災、教育、医療）

（H25.6.29-7.3 マレ： ワヒード大統領、
運輸通信大臣、外務大臣等）

・地デジ日伯方式 ： 決定・覚書締結

・ＩＣＴシステム協力 ： 意見交換
（防災、国土管理、教育、医療）

（H25.7.17   東京： 公共政策担当大臣）
（H25.11.26  東京： 運輸通信担当大臣）

・地デジ日伯方式 ： 世界展開
連携強化合意

・ＩＣＴシステム協力 ： 覚書締結

（4K/8K、防災、国土管理、農業、教育、医療）

（H25.7.23-26 ブラジリア： 通信大臣）

・地デジ日本方式 ： 極めて
前向きな回答

・ＩＣＴシステム協力 ： 検討開始に
大筋合意

・郵便システムのアピール

（H25.7.28-29 コロンボ： ラージャパクサ
大統領、マスメディア情報大臣等）

・地デジ日本方式 ： 採用再表明に向け
強い働きかけ

（H25.9.12 東京：科学技術大臣）

・包括的なＩＣＴ協力 ： 実務的協議の
実施を合意

（H25. 9.12 東京： 郵便・電気通信大臣）

・ＩＣＴ協力 ： 包括的な覚書更新
（防災、環境、郵便システム）

（H25.9.15-17 ハノイ： 情報通信大臣）

・防災ＩＣＴシステム ： 協力合意
（H25. 4.28-5.1 ジャカルタ：

通信情報大臣、国民福祉調整大臣等）

・包括的なＩＣＴ協力 ： 協力合意

（H25. 9.12 東京： 通信情報大臣）

インドネシア

●日・ＡＳＥＡＮサイバーセキュリティ閣僚会議 ：
（ H25.9.12 ～13 ）

サイバーセキュリティ分野での我が国とASEAN各国の間の
協力を加速させる共同閣僚声明を発表

※ 採用再表明 （H25.11.5）



スーパーハイビジョン（４Ｋ・８Ｋ）の推進 9

２Ｋ ４Ｋ ８Ｋ

４倍（２Ｋ→４Ｋ） １６倍（２Ｋ→８Ｋ）



（１）放送コンテンツの海外展開の促進は、「日本再興戦略」において「国家戦略」として位置付けられている

「クール・ジャパン戦略」の大きな柱の一つ。その中では、「５年後（2018年）までに放送コンテンツの海外
事業売上高を現在の３倍近くに増加させる（現在63億円）」という国家目標を掲げている。

（２）日本のコンテンツ産業は米国に次ぐ世界第２位の規模だが、海外輸出比率は５％程度。１位のアメリカは
１８％であり、逆に言えば、まだ３倍以上海外展開できる伸びしろがある。

（３）放送コンテンツの海外展開は、経済的効果だけでなく、コンテンツを通じた国民同士の心の交流、
日本への信頼の醸成につながるものであり、外交的観点からも極めて重要。

（４）本年８月、放送コンテンツの海外展開をサポートする官民が連携した横断的組織「一般社団法人 コンテンツ
海外展開促進機構（ＢＥＡＪ（ビージェイ））」が設立され、戦略的な海外展開をより一層強力に推進。

地上テレビ番組の輸出金額は、2005年

に韓国が日本を逆転、以降格差拡大。

※テレビ放送の国内市場規模（2010年）：
日本3兆6,700億円、韓国3,800億円

（単位：億円）

⽇本

韓国

海外収入国内収入

95%

5%
日本

82%

18%
米国

総額約11兆円 総額約60兆円

インドネシアでの特撮番組「ガルーダ戦士ビーマ」の製作

地上テレビ番組の輸出金額日米のコンテンツ収入の比較海外（インドネシア）へのコンテンツ展開

放送コンテンツの海外展開（情報発信力の強化） 10



背景（低下する国際競争力とポテンシャル）

ＩＣＴ国際競争力の強化・国際展開に向けて

◆ 世界経済フォーラムによる
ＩＣＴ競争力ランキングの推移

◆ ＩＣＴグローバル展開のポテンシャル
（H25情報通信白書）

現状

ポテン
シャル

3.2 兆円

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

海外売上 17.5兆円国内売上 22.9兆円

売上高
（兆円）

約５倍

11

潜在的には、現状（2012年）の約５倍に相当する

17.5兆円規模の海外売上高が期待。

ＩＣＴで経済成長と
国際社会への貢献を実現

ＩＣＴで経済成長と
国際社会への貢献を実現

国・地域別戦略の
策定・推進

横断的強化プログラムの
策定・推進

ＩＣＴ国際競争力強化・
国際展開に関する懇談会

（Ｈ２５年１２月～）
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イノベーション 12

出 口 戦 略

イノベーションが起きる環境の実現

１． オープン化・標準化

２． 制 度

３． 人 材



「国家戦略特区」のイメージ 13

国際的ビジネス拠点の形成

農業等の改革による産業競争力の強化

【注】 は特区関連法に盛り込まれたもの。
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世界で最もアクティブな国になる

～ＩＣＴによる経済成長と国際社会への貢献～

ご 静 聴 あ り が と う ご ざ い ま し た


